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資料１



１　東京都の概要　１　東京都の概要　

東京都 大阪府 鳥取県

人口 １,２３７万人 ８８３万人 ６１万人

世帯数 ５７０万世帯 ３６１万世帯 ２１万世帯

人口密度 ５,６５５人/k㎡ ４,６６４人/k㎡ １７４人/k㎡

昼間人口 １,４７３万人 ９３１万人 ６２万人

　平成１５年１０月1日現在（ただし昼間人口は、平成１２年国勢調査のデータ）。

　Ｇ　Ｄ　Ｐ

　　東　　　京 カ　　　ナ　　　ダ

　　　　約８５兆　 　　　　　約８０兆

平成１２年度



防災基本計画

東京都地域防災計画 東京都震災対策条例

東京都震災対策事業計画

地域防災計画

整合

整合

連携

国

都

区市町村

災害対策基本法

中央防災会議

東京都防災会議

防災会議

作成

作成

作成

２－１東京都震災対策施策体系



２－２東京都震災対策条例の要旨２－２東京都震災対策条例の要旨

　　

　　自　助　

・自らの生命
は自らが守る

　共　助

・自分たちの
まちは自分
たちで守る
　

　　　　　　　　 　公　助

・応急復旧活動の迅速化

・地震に強いまちづくりの推進

※条例の主旨：被害を最小限にとどめるための３本柱



３－１東京都の防災体制　３－１東京都の防災体制　

総務局総合防災部　７９名総務局総合防災部　７９名

指定要員指定要員

　　都庁内管理職２３名含む３６名が　　都庁内管理職２３名含む３６名が

　　徒歩１０～３０分圏内の職員住宅に居住　　徒歩１０～３０分圏内の職員住宅に居住

業務要員業務要員（他の部局と兼務）（他の部局と兼務）

　　その他防災住宅入居者２２０名　　その他防災住宅入居者２２０名（徒歩参集可能）（徒歩参集可能）

休日夜間防災連絡員　３～４名休日夜間防災連絡員　３～４名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成平成1616年年11月月11日現在日現在

　　　　　　　　　　　　　　　　



３－２　　　　　　　　　　　　　　　　３－２　　　　　　　　　　　　　　　　
　　

都庁第一庁舎に東京都防災センター都庁第一庁舎に東京都防災センター

立川地域防災センター立川地域防災センター
　　　　（多摩地域の拠点、東京都防災センターのバックアップ）（多摩地域の拠点、東京都防災センターのバックアップ）

　　　⇒２センター間の距離は概ね３０ｋｍ　　　　⇒２センター間の距離は概ね３０ｋｍ　

※東京都防災センター ※立川地域防災センター



３－３３－３

東京都危機管理監の設置東京都危機管理監の設置（平成１５年４月）（平成１５年４月）

・都が対応しなければならない災害や危機・都が対応しなければならない災害や危機

　　　⇒　　　⇒自然災害、大規模事故、健康被害、テロ自然災害、大規模事故、健康被害、テロなどなど

　　 ・災害時には、知事を直接補佐・災害時には、知事を直接補佐

　　　⇒災害時の即応性の向上と対応力の強化　　　　　　⇒災害時の即応性の向上と対応力の強化　　　
　　　　　　　　

情報統括担当の設置情報統括担当の設置（平成１５年４月）（平成１５年４月）

　　 ・関係機関との有機的な連携・関係機関との有機的な連携

・速やかな情報収集と分析、管理監を補佐・速やかな情報収集と分析、管理監を補佐



４－１被４－１被 害害 想想 定（条件）定（条件）
被害想定被害想定

　　・震源地⇒区部直下・多摩直下・埼玉県境直下　　・震源地⇒区部直下・多摩直下・埼玉県境直下
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　神奈川県境直下の４ケース　　　　　　　　　　神奈川県境直下の４ケース　

　　・震源の深さ⇒地下２０～３０ｋｍ　　・震源の深さ⇒地下２０～３０ｋｍ

　　・規　　　・規　 模⇒Ｍ７．２模⇒Ｍ７．２

　　・その他⇒冬の夕方（午後６時）　　・その他⇒冬の夕方（午後６時）

　　　　　　　　　　　　　　　　 風速６ｍ／秒風速６ｍ／秒

　※「東京における直下地震の被害想定に関する　※「東京における直下地震の被害想定に関する
査報告書 成 年調査報告書 （ 成 年 月）



４－２被害想定（予測）　４－２被害想定（予測）　
東京都 大阪府 阪神・淡路
区部直下 上町断層系 淡路島
直下型 直下型 直下型
M7.2 M6.6～7.3 M7.2

全壊 約４万３千棟 約２８万棟 約１０万５千棟
半壊 約１０万棟 約３４万棟 約１４万４千棟

一部損壊 約２２万５千棟 約２６万４千棟
８２４件 ９０８件 ２６１件

死者 約７千人 約１万９千人 ６，４３２人
負傷者 約１５万８千人 約３万２千人 約４万４千人

想定項目
震源

死傷者

建物被害

地震の型
マグニチュード

出火件数

不通率区部３１.２多摩１５.３％約２２４万加入者電話不通

断水率　区部３１.２多摩１５.３％約１５０万９千件水道断水

機能支障率 区部３２.３多摩０％１３１万７千需要家ガス供給停止

停電率区部２０.３多摩７.１％約１１４万５千需要家停電
東京都
ライフライン
への影響



東京都の地域防災計画

地域防災計画
（火山・風水害編）

地域防災計画
（震災編）

震災対策風水害対策

火山災害対策

大規模事故対策

原子力災害対策

東海地震事前対策

東京都震災対策事業計画

東京都独自の計画

　　　５－１都の地域防災計画の体系



５－２東京都地域防災計画５－２東京都地域防災計画　　

１　災害予防１　災害予防
　　①地震に強い都市づくり　　①地震に強い都市づくり

　　　　　　 ⇒広域的な観点から防災ネットワークを構　⇒広域的な観点から防災ネットワークを構　

　　　　　　 築、木密地域の安全化など築、木密地域の安全化など

　　②構造物の安全化　　②構造物の安全化

　　　　　　 ⇒ライフライン、建築物の耐震不燃化など⇒ライフライン、建築物の耐震不燃化など

　　③災害に強い社会づくり　　③災害に強い社会づくり

　　　　　　 ⇒行政・企業・都民の連携強化と防災意識　⇒行政・企業・都民の連携強化と防災意識　
　　　　

　　　　　の向上、ボランティア・　　　　　の向上、ボランティア・NPONPOとの連携との連携

　　



５－３　①地震に強い都市づくり　５－３　①地震に強い都市づくり　
（防災都市づくり推進計画・整備地域）（防災都市づくり推進計画・整備地域）

山手線外周部等に木密地域が分布山手線外周部等に木密地域が分布

防災都市づくり防災都市づくり

　（１）災害に強い都市構造の確保　（１）災害に強い都市構造の確保

　（２）地域の防災性の向上（逃げないですむまち）　（２）地域の防災性の向上（逃げないですむまち）

　（３）個々の建築物の耐震・耐火性の向上　（３）個々の建築物の耐震・耐火性の向上

重点整備地域・整備地域の指定重点整備地域・整備地域の指定

　　危険度の高い地域において事業を重点化して　　危険度の高い地域において事業を重点化して
実施実施

　　



　　５－４木造密集地域５－４木造密集地域



５－５木造密集地域



５－６総合危険度５－６総合危険度（建物倒壊・火災・避難）（建物倒壊・火災・避難）



５－７防災都市づくり推進計画・整備地域５－７防災都市づくり推進計画・整備地域



５－８　③災害に強い社会作り５－８　③災害に強い社会作り

震災時のボランティア活動をより有効なものと震災時のボランティア活動をより有効なものと
するためするため

　　※一般ボランティア　　　※一般ボランティア　

　　　⇒　　　⇒１４の大規模施設を広域活動拠点１４の大規模施設を広域活動拠点として　として　
　　　　

　　　位置づけ（東京芸術劇場ほか）　　　位置づけ（東京芸術劇場ほか）

　　　⇒発災時に　　　⇒発災時に災害対策本部にボランティア部災害対策本部にボランティア部
　　　　

　　　を設置し　　　を設置し、ボランティア活動を総合的に調整、ボランティア活動を総合的に調整

　　※登録ボランティア　　※登録ボランティア

　　　⇒応急危険度判定員、語学ボランティアなど　　　⇒応急危険度判定員、語学ボランティアなど



６－１東京都地域防災計画（応急）６－１東京都地域防災計画（応急）

２　災害応急対策２　災害応急対策　　

　　　被災情報の把握⇒　　　被災情報の把握⇒迅速・的確な対応迅速・的確な対応

　（１）専用防災無線を使用した災害情報システム　（１）専用防災無線を使用した災害情報システム

　　　　　　　　⇒各防災機関からの被害情報などを収集・整理⇒各防災機関からの被害情報などを収集・整理　　

　（２）地震被害判読システム　（２）地震被害判読システム

　　　　　　　　⇒地図情報とヘリ空撮映像を統合処理⇒地図情報とヘリ空撮映像を統合処理

　（３）被害予測システムの活用　（３）被害予測システムの活用

　（４）職員などの携帯電話を利用した被災状況　（４）職員などの携帯電話を利用した被災状況

　　の把握（平成　　の把握（平成1616年度重点事業、試行中）年度重点事業、試行中） 　　



６－２地震被害判読システム６－２地震被害判読システム

ヘリコプター

被災現場等
火災現場等

撮影撮影

リアルタイム伝送

映像で状況を確認

ヘリコプター



６－３地震被害判読システム６－３地震被害判読システム



６－４被害予測システム（延焼予測）１６－４被害予測システム（延焼予測）１



６－５被害予測システム（延焼予測）２６－５被害予測システム（延焼予測）２



６－６６－６

（５）交通規制⇒１人でも多く助けるために（５）交通規制⇒１人でも多く助けるために

　　　　　　 人命救助、火災の延焼防止が最優先　人命救助、火災の延焼防止が最優先　

　　　※震度　　　※震度66弱以上の地震が発生すると弱以上の地震が発生すると

　　・　　・多摩川、国道２４６号線及び環状多摩川、国道２４６号線及び環状77号線を結ぶ号線を結ぶ
内側の地域は全面通行止め内側の地域は全面通行止め((その後の被災状況その後の被災状況

で部分解除もある）。で部分解除もある）。

　　　首都高速道路、一般道　　　首都高速道路、一般道3737路線も規制路線も規制

　　　　



６－７交通規制６－７交通規制（１人でも多くの人を助けるために）（１人でも多くの人を助けるために）



７－１東京都地域防災計画７－１東京都地域防災計画((東京都の特徴）東京都の特徴）

外国人対策外国人対策

災害要援護者対策災害要援護者対策

帰宅困難者対策帰宅困難者対策



７－２　外国人登録者数７－２　外国人登録者数
　　　　　　　　　　※平成13年末 法務省「外国人登録者統計」



７－３　外国人対策の推進７－３　外国人対策の推進

　発災後、都庁内に「　発災後、都庁内に「外国人災害時情報セン外国人災害時情報セン
ターター」を設置し、各区市町村、」を設置し、各区市町村、NGONGO団体、語学団体、語学

ボランティアなどと連携し、外国人の混乱防止ボランティアなどと連携し、外国人の混乱防止
や適切な行動がとれるよう情報の収集・提供をや適切な行動がとれるよう情報の収集・提供を
行う行う

「外国人災害時情報センター」「外国人災害時情報センター」 の機能充実　の機能充実　

　　　　　　



７－４　６５歳以上の人口７－４　６５歳以上の人口

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※平成１２年国勢調査



７－５　災害要援護者対策７－５　災害要援護者対策

「災害要援護者防災行動マニュアルの指針」「災害要援護者防災行動マニュアルの指針」

総合防災訓練における防災市民組織による訓練総合防災訓練における防災市民組織による訓練
実施実施

緊急通報システム緊急通報システム

　　　高齢者緊急通報システム　　　高齢者緊急通報システム

　　　　　　　　　　　１２　　　　　　　　　　　１２,,８４２世帯１３８４２世帯１３,,５９４人５９４人

　　　高齢者火災安全システム　　　高齢者火災安全システム

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ８６０世帯　８６０世帯　 　９４６人　９４６人

医療体制整備医療体制整備（専門医療を必要とする患者の対応）（専門医療を必要とする患者の対応）



７－６　事業所数７－６　事業所数
　　　　　　　※平成１３年度　総務省「事業所・企業統計調査報告」



７－７　帰宅困難者対策７－７　帰宅困難者対策

※帰宅困難者は、※帰宅困難者は、371371万人と想定万人と想定

　そのうち　そのうち287287万人が通勤・通学者（組織に属する）万人が通勤・通学者（組織に属する）

　その外は、買い物客などで　その外は、買い物客などで8484万人万人

・自助・共助の普及と事業者による帰宅困難者支援・自助・共助の普及と事業者による帰宅困難者支援

・公共施設などを活用した帰宅者支援（都立学校）・公共施設などを活用した帰宅者支援（都立学校）

・代替交通機関の確保・代替交通機関の確保

・八都県市による連携・八都県市による連携



８－１　訓練の実施８－１　訓練の実施

総合防災訓練の実施総合防災訓練の実施

　　・平成１５年９月１日、日野市との合同で実施　　・平成１５年９月１日、日野市との合同で実施

　　・テーマ　　・テーマ ⇒⇒ 市民による自助、共助体制（特に災市民による自助、共助体制（特に災

害要援護者対応）の確立害要援護者対応）の確立（１０１機関、２８５００人参加）（１０１機関、２８５００人参加）　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

八都県市防災訓練八都県市防災訓練

　　・総合防災訓練に合わせ、広域応援体制の充　　・総合防災訓練に合わせ、広域応援体制の充
実と連携強化実と連携強化



８－２総合防災訓練８－２総合防災訓練（平成１５年９月（平成１５年９月11日）日）

多摩都市モノレールからの救助訓練



８－３地域防災計画８－３地域防災計画（災害応急対策計画）（災害応急対策計画）はは

災害応急対策計画は　災害応急対策計画は　⇒⇒マニュアルとして使用マニュアルとして使用

　　　　　　できるよう対策を時系列で整理できるよう対策を時系列で整理

①①発災から３時間後まで発災から３時間後まで

⇒本部設置、情報提供、救助・救急活動⇒本部設置、情報提供、救助・救急活動

　　　自衛隊派遣要請、避難誘導、交通規制など　　　自衛隊派遣要請、避難誘導、交通規制など

　　②　　②３時間後から６時間後まで３時間後から６時間後まで

　　　　　　 ⇒避難所設置、医療救護班の派遣医薬品・　⇒避難所設置、医療救護班の派遣医薬品・　

　　　　

　　　医療資材の確保など　　　　　　医療資材の確保など　　　



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８－４８－４
　　　　 ③③６時間後から１２時間後まで６時間後から１２時間後まで

　　　　　　 ⇒相互応援要請、緊急、道路障害物除去　⇒相互応援要請、緊急、道路障害物除去　

　　　　　輸送車両確保、負傷者等の搬送など　　　　　輸送車両確保、負傷者等の搬送など

　　　※相互応援協定　　　※相互応援協定

　　　　　①八都県市②１都９県③１３大都市　　　　　①八都県市②１都９県③１３大都市

　　　　　④全都道府県　　　　　④全都道府県

　　　　　などと災害時の応援協定を締結　　　　　などと災害時の応援協定を締結

　　　　 ④④１２時間後から２４時間後まで１２時間後から２４時間後まで

　　　　⇒災害救助法の適用、ライフラインの　　　　⇒災害救助法の適用、ライフラインの

　　　　応急・復旧対策、公共施設の応急・　　　　応急・復旧対策、公共施設の応急・ 復旧復旧

　　　　対策　　　　対策



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８－５８－５
⑤⑤２４時間後から４８時間後まで２４時間後から４８時間後まで

　　　　　　 ⇒備蓄品の供給、帰宅困難者代替輸送⇒備蓄品の供給、帰宅困難者代替輸送

　　　　の実施　　　　の実施

　　　　 ⑥⑥４８時間後から７２時間後まで４８時間後から７２時間後まで

　　　　⇒生活必需品の供給、被災者の生活相談　　　　⇒生活必需品の供給、被災者の生活相談

⑦⑦７２時間以降７２時間以降

　　　　⇒炊き出し、ごみ・し尿・がれき処理　　　　⇒炊き出し、ごみ・し尿・がれき処理

　　　　応急住宅対策、教育・金融・労務対策　　　　応急住宅対策、教育・金融・労務対策

　　　　激甚災害の指定　　　　激甚災害の指定



９－１東京都災害復興計画９－１東京都災害復興計画

　災害復興計画　災害復興計画

　　①「災害復興基本方針」の策定　　①「災害復興基本方針」の策定

　　　　　　 復興後の姿及び実現のための基本となる復興後の姿及び実現のための基本となる

　　　　　　 方針方針 （発災後２週間以内を目途）（発災後２週間以内を目途）

　　　　　　　　　　　　　↓　　　　　　　　　　　　　　↓　

　　②「復興総合計画」の策定　　②「復興総合計画」の策定

　　　　　　 ①の方針に基づき復興の基本目標と都が①の方針に基づき復興の基本目標と都が

実施する復興事業の体系を明らかにする実施する復興事業の体系を明らかにする

（発災後６ヶ月を目途）（発災後６ヶ月を目途）



９－２　　　９－２　　　

復興を進めるための視点復興を進めるための視点

　　基本目標：　　基本目標：

　　　　協働と連帯による「安全・安心なまち」「にぎわいの　　　　　　協働と連帯による「安全・安心なまち」「にぎわいの　　

　　　　 ある首都東京」の再建ある首都東京」の再建

五つの視点五つの視点

　・自助・共助に基づく住民主体の復興と公助による支援　・自助・共助に基づく住民主体の復興と公助による支援

　・被災者の状況に応じた多様な復興プロセスへの対応　・被災者の状況に応じた多様な復興プロセスへの対応

　・本格復興までの暫定的な生活の場の確保　・本格復興までの暫定的な生活の場の確保

　・平常時からの地域づくり活動　・平常時からの地域づくり活動

　・「震災復興グランドデザイン」に基づく都市復興を総合的　・「震災復興グランドデザイン」に基づく都市復興を総合的
な地域づくり　　な地域づくり　　
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